
（様式２）

※１～６：所管課記入、７：指定管理者記入、８～９：指定管理者及び所管課記入、10：指定管理者及び所管課記入（実施した場合）

所管部・課 健康福祉部障がい者支援課

指定管理者

１　施設名等
住所 駒ヶ根市下平2901-7

施設名 電話 0265-82-5271

ホームページ http://www.cek.ne.jp/~nishikoma/

２　施設の概要
設置年月 昭和43年４月 根拠条例等 長野県西駒郷条例

障害者支援施設　(　)内は指定事業所の定員

・施設入所支援(106人)

・短期入所(空床)

・日中活動支援（生活介護(160人)、自立訓練(10人)、就労移行支援（6人）、就労継続支援A型(20人)、B型(54人)

・特定、一般相談支援事業

開所日

開所時間

３　現指定管理者前の管理運営状況

～平成16年度 直営（一部業務委託） 社会福祉法人長野県社会福祉事業団

平成17年度～20年度 指定管理 社会福祉法人長野県社会福祉事業団

平成21年度～25年度 指定管理 社会福祉法人長野県社会福祉事業団

４　報告年度の指定管理者等
指定管理者 社会福祉法人長野県社会福祉事業団 指定期間 平成26年４月４日　～　31年３月31日（５年間）

選定方法 非公募

５　指定管理料（決算ベース）
※（Ａ）：当該年度、（Ｂ）：前年度（以下同じ）

281,693 千円 千円 千円 ※指定修繕料を除く

６　指定管理者が行う業務
・　利用者の利用に関する業務

・　利用者に対する障害者総合支援法第５条第７項、第８項、第10項、第12項から第14項まで及び第17項から第21項までに規定する

障害福祉サービスの供与

・　施設及び設備の維持管理に関する業務

７　利用実績等
（１）利用実績【指標：利用者数】 （単位：人、％）

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 計

平成29年度（Ａ） 207 207 207 207 207 204 203 203 203 202 202 202 2,454

平成28年度（Ｂ） 204 204 205 202 202 205 202 202 201 201 202 201 2,431

（Ａ）/（Ｂ） 101.5 101.5 101.0 102.5 102.5 99.5 100.5 100.5 101.0 100.5 100.0 100.5 100.9

（２）利用料金収入 （単位：千円）

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 計

平成29年度（Ａ） 53,266 56,298 57,381 55,214 54,562 53,953 56,577 54,584 56,199 52,655 48,495 55,029 654,213

平成28年度（Ｂ） 52,851 54,998 55,970 54,078 55,158 54,109 55,789 53,843 52,034 53,409 47,102 56,308 645,649

（Ａ）/（Ｂ） 100.8 102.4 102.5 102.1 98.9 99.7 101.4 101.4 108.0 98.6 103.0 97.7 101.3

（３）利用料金見直しの状況（前年度と比べて）
見直しの有無

無

（４）開所日・時間の見直し等の状況（前年度と比べて）

平成29年度（Ａ）：365日

　 平成28年度（Ｂ）：365日

開所日数 開所時間 見直しの有無 見直した場合はその内容

無

増減要因等 主に通所利用者数の増による

増減要因等 利用者増に伴う収入増

見直した場合はその内容

平成29年度（A） 平成28年度（B） 差（A）－（B）

277,830 3,863

増減
理由

施設老朽化に伴う修繕費の増

利用料金 障害者総合支援法の規定による厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額

期　　間 管　理　形　態 管理受託者又は指定管理者等

指定管理者制度導入施設の管理運営状況　【対象年度：平成 29年度】

社会福祉法人　長野県社会福祉事業団

長野県西駒郷

設置目的
知的障がい者の福祉を図ることを目的として、知的障がい者がその有する能力及び適性に応じ、自立した日常生活又は社会
生活を営むことができるよう、必要な介護、訓練その他の便宜を供与する。

施設内容
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（５）サービス向上のため実施した内容

（６）その他実施した取組内容

（７）利用者の主な声及びその対応状況

８　管理運営状況（実施状況及びそれに対する評価を記入） ※項目は施設の状況に応じ加除修正してください。

評価

収支状況
・収入額：　　1,011,308千円
・支出額：  　　972,094千円
・収支差額：   　39,214千円

・概ね適正な収支状況である。 Ａ

利用者サービ
ス向上の取組

・新たに言語聴覚士を採用し、利用者の嚥下機能の状態
　を確認するとともに、適した食事形態、介助方法などの
　指導を受け、利用者へのサービス向上に努めた。
・県の指定修繕により、まつば支援課の居室、食堂の他窓
　サッシ改修工事を行い居住環境の改善を図った。
・苦情解決委員会の第三者委員の数を４名増員するととも
　に、利用者と広く交流をするため、昼食をともにし、関係の
　構築に努めた。
・虐待事案に的確に対応するため、全職員を対象とした研
　修会を実施するとともに、「虐待防止委員会」（５回）、
　「人権擁護委員会」（６回）を開催し、職員の人権意識の
　向上を図った。
・対応が難しい利用者に適切な支援が行えるよう外部か
　ら専門家を招き、職員とケース検討を行い助言を求め
　た。
・顧客満足度調査を実施し、概ね「満足」の結果が得られ
　た。今後ともサービスの質の向上を図り、利用者へ提
　供していきたい。
・防犯用カメラ、非常通報装置を設置し、利用者の安心、
　安全の確保に努めた。
・就労Aで製造した「豆腐」の販売範囲が拡大したため、
　商品の品質保持の必要性から新たに「保冷車」を導入
　した。更なる販路拡大を図っていきたい。

・言語聴覚士が採用されたことは、質の高いサービ
　ス提供に役立つと考えられる。

・施設改修等により、利用者の生活環境の改善に
　努めている。

・虐待防止や人権意識向上のための対策が図られ
　ている。

・障がい特性に応じた適切な対応ができるよう専
　門性を高めてほしい。

・利用者の就労意欲を高めるための工夫が認めら
　れる。

・外部評価結果を踏まえた一層のサービス向上が
　期待される。

Ｂ

職員・管理体
制

事業計画に沿い、職員を増員し、利用者へのサー
ビス向上を図るなど、適切な職員管理に努めた。

・事業計画書に沿った職員配置が行われている。 B

施設の目的に
沿った管理運営

・協定書、仕様書及び年度計画に基づき、施設の設置目標に
　沿った管理運営を実施。

・協定書、仕様書及び年度計画書に基づき、適正に
　運営を行われている。

B

平等な利用の
確保

・市町村及び地域の相談支援事業所が実施する支援が必要
　な方のケース会議に参加することで現状把握とともに情報
　の共有を図っている。
・現状の生活の継続が困難である方の入所（短期入所含）
　の相談を受けた場合は、施設内調整会議において受け入
　れの可否を判断することで平等な利用の確保に努めてい
　る。

・入所受入の可否は、関係機関によるケース会議及
　び所内調整会議において、個々の事情や障がい
　特性をを考慮して総合的に判断し公平性の確保に
　努めている。
・引続き県内の重度障がい者等の入所ニーズへの
　対応が求められている。

B

・新たに言語聴覚士を採用し、利用者の嚥下機能の状態を確認するとともに、適した食事形態及び介助方法などの指導を受け、利用者
　へのサービス向上に努めた。
・県の指定修繕により、まつば支援課の居室、食堂の他窓サッシ改修工事を行い居住環境の改善を図った。
・苦情解決委員会の第三者委員の数を４名増員するとともに、利用者と広く交流をするため、昼食をともにし、関係の構築に努めた。
・虐待事案に的確に対応するため、全職員を対象とした研修会を実施するとともに、「虐待防止委員会」（５回）、「人権擁護委員会」（６回）を開
　催し、職員の人権意識の向上を図った。
・対応が難しい利用者に適切な支援が行えるよう外部から専門家を招き、職員とケース検討を行い助言を求めた。

・「西駒郷あり方検討会」の報告を踏まえ、所内に「西駒郷将来構想策定委員会」を設置し、時代の要望に応えられる西駒郷の姿を検討した。
　（４回）
・駒ケ根市地域見守りネットワークに参加し、生産物を移動販売する折に、地域見守り活動を行っている。
・地域、他団体が実施するイベント等に出店、参加し、商品の販売とともに参加者の皆さんとの交流を深めた。
・地元下平区、西駒郷、こころの医療センター駒ヶ根の三者による連絡協議会を開催し、情報交換を行いながら緊急時の対応などお互いの役
　割を確認した。
・「第13回にしこま祭」を実施し、併せて「第7回信州駒天駅伝」が開催された。地元団体、シニア大学、学校から約90名のボランティアの協力
　を得て盛大に開催することができた。

利用者の声
①　別の作業をやらせてほしい。
②　歩行するにあたり、階段など歩き辛いところがある。
③　個別支援プログラムが多岐にわたり、分かりにくい。
④　月１回の外出を月２回に増やしてほしい。

対応状況
①　作業班やグループの変更の意向を確認します。
②　利用者さんの状況を確認し、スロープや手摺りを設置していきます。
③　分かりやすい個別支援計画を作成するよう考えます。また、分からない点などをお聞きし、ご説明します。
④　ご希望に添えるよう、外出、行事などを考えていきます。

項目 指　定　管　理　者 所　　　管　　　課
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＜評価区分＞ Ａ：仕様書等の内容を上回る成果があり、優れた管理運営が行われている。
Ｂ：おおむね仕様書等の内容どおりの成果があり、適正な管理運営が行われている。
Ｃ：仕様書等の内容を下回る項目があり、さらなる工夫・努力が必要である。
Ｄ：仕様書等の内容に対し、重大な不適切な事項が認められ改善を要する。

９　施設管理運営の課題

項　目

10　第三者評価で指摘された事項の管理運営等への反映状況（第三者評価実施年度の翌年度以降に記載）

【実施年月日：平成28年12月20日】

１　個室化により居室数が減少したが、引き続き
　重度者等の入所ニーズへの対応に努められた
　い。

２　平成27年度の新規受入実績は複数の希望
　者に対して１名にとどまっており、平等な利用
　という点で、所内調整会議における入所判断
　が適切に行われる必要がある。

1、２　入所希望者の意向や地元の資源状
　　　況等を総合的に勘案しながら、県立
　　　施設としての役割を果たすべく、平等
　　　な利用ができるよう引き続き所内調
　　　整会議において適正な入所判断を
　　　行う。
　　　　また、受入れ可能な状況にするた
　　　めに、入所利用者の地域生活移行
　　　を今後も推進し空床状態を適宜に

1、２　県立施設として県内におけるセーフ
　　　ティーネット機能を維持する必要があ
　　　るため、入所希望者の受入にあたっ
　　　ては、関係機関とも連携し総合的に
　　　判断する必要がある。

１　今年度実施の体育館床改修後は、日中
　活動でこれまで以上に積極的に活用され
　たい。

２　就労移行支援事業等一般就労に向けた
　取組、家族や地域住民との交流等、障が
　い者の社会参加や自立を促す役割を一層
　果たしていただきたい。

３　利用者の安全や適切な支援を確保するた
　め、支援員が担当の利用者だけでなく、他
　の利用者の状況も把握してサービス提供
　することが望ましい。

４　多様化する障がい特性への対応や職員の
　必要な専門性の向上が必要である。

５　外部研修会参加職員の提出レポートをみ
　ると、支援の質の向上が認められず、各支
　援員の努力がチームとして機能していない
　印象を受ける。

1　これまでは、駒ヶ根支援事業部の日中
　活動における運動やレクレーションとして
　の活用や「にしこま祭」等の行事的な活用
　が主であったが、今後は宮田支援事業
　部の生活介護事業においても利用者の
　レクレーションとして積極的に活用が見
　込まれている。
　
２　利用者の一般就労の実現に向けて
　障がい者就業・生活支援センターやハロ
　ーワーク等と連携し受入れ可能な企業
　開拓や企業内実習を行う等の積極的に
　取組を行っている。

３　施設の支援場面において担当者以外
　の職員が支援することは頻繁にあるた
　め、利用者の特性を皆が共有し適切に
　対応できるよう日々の職員会議やケア
　会議で情報交換を積極的に行い、全
　利用者が安全・安心な施設利用がで
　きるよう努めている。

４　利用者は、一人ひとりに個性があると
　同時に障がいの特性が違う。
　　こうした特徴を理解でき適切な支援方法
　を見い出すことのできるよう外部機関が
　行う専門研修へ職員を積極的参加させ
　たり支援現場へ定期的に専門家を招聘し
　アドバイスをもらっている。

５　研修参加者の復命研修を充実させると
　ともに専門性の高い支援を組織として実践
　し進捗管理をしていけるよう専門部署の
　設置を行う。

１　利用者の日中活動系サービス事業の
　ほか地域住民等との地域交流など積
　極的に体育館を活用されたい。

２　一般就労に向けた一定の支援策の
　充実が必要である。

３　利用者の状況等の情報を支援員が
　共有する体制づくりを行っていく必要
　がある。

４、５　専門研修へ職員を積極的に参加
　　　させるとともに、その研修の成果を
　　　事業所全体でサービスの質の向上
　　　に役立てる仕組みづくりが必要であ
　　　る。

指　定　管　理　者 所　　　管　　　課

施設の管理運
営の課題

・利用者の高齢化、障がい特性に応じたサービスの提供

・質の高いサービスを提供できる組織体制と専門性を有した
　職員の育成

・福祉職場と他業種との条件格差による人材確保

・老朽化した建物・設備の改修等に係わる計画的な整備と
　それにともなう財政支援

・地域生活移行を希望する利用者数が減少しており、
　引続き入所者本人や家族の希望も踏まえ必要な
　情報の提供と適切な支援を行い、地域生活移行を
　実現できるように取り組んでいくことが必要である。
・障がい特性に応じた適切なサービス提供ができる
　よう人材の育成と確保に引続き取り組む必要があ
　る。
・施設老朽化により維持費負担が大きくなるととも
　に、施設面でのサービス水準の低下が指摘され
　ている。

第三者評価における指摘・意見等
管理運営等への反映状況

指定管理者 所管課

総合評価

　仕様書や協定書に沿い質の高いサービスの提供に努めた。
そのために、施設整備を行うとともに職員研修を積極的に行
い人権や障がい特性に配慮したサービス提供の徹底を図っ
た。

・概ね仕様書に沿った適正な事業運営が行われてい
る。

B
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１　より地域に密着し、地域の方に親しまれるよ
　うな施設運営に努力されたい。

２　入所利用者数が100人程度で推移しており、
　今後は利用者1人ひとりによりきめ細かく配慮
　した支援に努められたい。

３　これまでの地域生活移行のノウハウを、障が
　いの重い方々の地域生活の充実に活かしてい
　く必要がある。

1　地域にとっての社会資源としての役割を
　果たせるよう、地域で暮らす障がい者の
　相談に応じたり、体育館等の設備や備品
　の貸し出しに応じたり積極的に地域住民と
　の交流を図っている。

２　小規模化し利用者にとっては落ち着ける
　環境となり、職員にとっては個別支援のし
　やすさが増したと言える。
　　こうしたメリットを生かし個々人に寄り
　添った支援に努めることとする。

３　長野県の障がい者の地域生活移行を
　先導し必要な支援や今後の取組まねば
　ならないことを理解している。
　　今後、よりいっそうの障がい者の地域
　生活が実現・充実するように前向きな
　取組と情報発信を行うこととする。

１　地域福祉サービス体制の充実を図り、
　積極的に地域住民と交流を図っていく
　必要がある。

２　利用者に寄り添った支援の充実を図
　りながら、本人や家族の意向に沿った
　地域生活移行にも積極的に取り組ん
　でいく必要がある。

３　地域生活の継続が困難となった障
　がい者の一時的な避難所となるな
　どその障がい者が地域との関係性
　を再構築する支援が必要である。

１　老朽化した建物・設備の改修、取り壊し等生活
　の質の向上を図るための整備計画等を策定す
　る必要がる。

２　日中活動の部屋が狭く、1人あたりの利用面
　積を広げてほしい。

３　施設運営者と保護者が意見交換する場を増
　やしてほしい。

４　会議のみでなく、地域との連携・協働できる
　仕組みづくりを進めてほしい。

５　指定管理料（約３億円）がなければ人件費
　比率が９０％を越えており、早急な経営改善が
　必要であり、自立的運営も見据えた内部改革
　に着手していくことが望ましい。

６　指定管理料の投入に対して、公立施設に求
　められているセーフティネット機能を果たす努
　力が見られない。指定管理料の効果が目に
　見えるよう有効な施設運営を検討されたい。

１，２　今後の西駒郷の役割を明確にした
　　　うえで、施設整備に向けてどんな機
　　　能を備え、どんな規模にしていくか決
　　　定にしていく。

３　　職員と保護者が連携することは施設
　　運営にとって大きなメリットがある。
　　保護者会等との連携を密にして今後の
　　施設運営の円滑化を図る。

４　法改正により法人や施設が地域貢献
　することが義務化されている。
　　地域ニーズを把握したうえで連携でき
　る活動を実践する。

５、６　県立施設として役割を明確にして
　　　いく中で必要な財政的な支援を決
　　　定していく。

１、２　今後の県立施設としての役割・機能
　　　を明確にしたうえで、機能発揮のため
　　　に必要な整備を検討します。

３、４　施設運営には、地域や保護者との
　　　積極的な意見交換の場は必要であ
　　　る。

５、６　県立施設としてセーフティーネット
　　　機能を果たすべく役割を認識し、
　　　地域とも連携し仕組づくりを検討し
　　　ていく必要がある。

１　職員のストレス緩和に資する「ストレスマネジ
　メント」を実施されたい。

２　時間単位年休の取得について、労基法３９条
　４項に基づき就業規則の規定を明確にされた
　い。

３　給与規則に、各種手当の額及び計算方法を
　定められたい。

４　人材難のなかで効率的な人員体制により運
　営されているが、非正規職員の比率が高くなっ
　ており、サービスの高度化への対応や支援の
　質の担保ができないと懸念される。

１　ストレスマネジメントに対する基本的な
　知識の習得を全職員が行いストレスとの
　上手な付き合い方を習得できよう9月に
　所的な研修を行う。

２　就業規則の改正については法人本部で
　改正作業を行う。

３　給与規則の改正については法人本部で
  改正作業を行う。

４　質の高いサービスを提供するためには、
　専門性のある正規職員配置率を高める
　ことが現状から必要と考える。当面は、
　正規４割、非正規６割を半々に改善を
　目指すこととする。

１　事業計画書のとおり職員のメンタルヘ
　ルスケアをを推進し、職場環境の改善
　を図ることが必要である。

２、３　就業及び給与規則について、早
　　　期に整備されたい。

４　障がい特性等サービスの高度化に
　合った専門知識を有した職員を配置
　するなど人員体制の確保が必要であ
　る。

１　職員の処遇改善・意識向上と人手不足解消
　のため処遇改善交付金を有効に活用すべき
　である。

1　働きがいがあり魅力ある職場となるため
　に現在、処遇改善交付金を受給している
　が、今後も継続的に受給していく。

１　職員の処遇改善等が図られるよう努力
　する必要がある。
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